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市  勢  の  概  要  

                         

熊 本 県 人 吉 市   

市 章 

本章は、人吉市のかしら文字「ヒ」を飛鳥のイメージ

で図案化したもので、市民の和を中心に自然の美しさ、

産業・文化の飛躍的な向上を象徴させ、市の躍進の姿を

表現したものです。（昭和４７年制定） 

 

市の木      市の花          市の鳥  

  「か し」    「梅の花」    「うぐいす」   「やませみ」  

 

 

 

 

 

 

【地 勢】 

 熊本県の南部人吉盆地の西南端に位置し、宮崎、鹿児島

両県と接しています。 

 面積の７割以上の山間地と、日本三急流の一つである

球磨川が織りなす豊かな水系が独特な風土を育み、温暖

多雨な気候でありながら、昼夜の気候格差が大きいこと

や、零度以下の冬日、霧の発生などが特徴で、「九州の小

京都」と呼ばれる山紫水明のまちです。 

 

【歴 史・沿 革】 

 鎌倉時代初期に鎌倉幕府の地頭として、遠州（今の静岡県）から相良氏が入国し

ました。以後、相良氏は、幾多の戦乱を経つつも、明治維新までの約７００年間、

この地方の大名として一貫してこの地を治めてきました。このように鎌倉時代以来、

大名として続いた“家”は、全国でも薩摩の島津氏のほかわずかしかありません。 

 明治４年の廃藩置県後、人吉県に、続いて、八代県、白川県（のちの熊本県）に

属しました。明治１０年の西南戦争の際には、薩摩士族軍の拠点として、総大将の

西郷隆盛が約１カ月間滞在しています。明治２２年の町村制施行に際し人吉町が設

けられ、昭和１７年、人吉町、藍田村、西瀬村、中原村の１町３村が合併、熊本県

内で３番目に市制を施行し、現在に至っています。 

 険しい山地に囲まれた内陸部にあることから、長く「陸の孤島」と呼ばれていま

したが、平成７年に九州自動車道が全線開通し、それに伴う市内幹線道路等の整備

が図られるなど交通アクセスが飛躍的に高まりました。また、宅地の需要増大によ

る市街地の広がりといった都市化の進展と下水道その他の生活基盤整備も進み、生
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活、文化、産業などのあらゆる面で人吉球磨地方の中心として、さらには、宮崎県、

鹿児島県との県境を越えた交流拠点都市として、その役割がますます高まっていま

す。 

また、国宝青井阿蘇神社、国指定史跡人吉城跡、国指定重要文化財木造阿弥陀如

来坐像を安置する相良家菩提寺の願成寺をはじめ、相良７００年の歴史を物語る多

くの重要文化財が存在し、神社・仏閣、古い町並みなどが点在しており、今もなお

落ち着いた城下町のたたずまいを残しています。 

 

～市政のあゆみ～ 

昭和１７年 ２月１１日市制施行 平成１９年 鍛冶屋町通りにウンスンカルタの家オー 

プン 〃 ３２年 上水道完成給水開始 

〃 ３７年 市庁舎・市民会館・消防庁舎落成 〃 ２０年 青井阿蘇神社国宝指定 

〃 ３９年 国民宿舎くまがわ荘開館 〃 ２１年 ＳＬ人吉運行開始、ポルトガル国アブラ

ンテシュ市と姉妹都市締結 〃 ４４年 人吉球磨広域市町村圏を設定 

〃 ５２年 人吉ループ橋（国道２２１号）完成 〃 ２２年 人吉駅前広場、中川原公園リニューアル

オープン 〃 ５７年 公共下水道供用開始 

〃 ５９年 人吉球磨田園都市中核施設 

（カルチャーパレス）オープン 

〃 ２４年 

〃 ２５年 

〃 ２７年 

 

 

市制７０周年記念式典 

防災行政無線運用開始 

人吉球磨定住自立圏形成協定締結 

人吉球磨地域「日本遺産」に認定 

人吉鉄道ミュージアム「 ＭＯＺＯＣＡス

テーション８６８」オープン 

〃 ６２年 村山公園完成 

平成 元年 九州縦貫自動車道八代・人吉間開通、 

クラフトパーク石野公園開園 

〃  ４年 市制５０周年記念式典 

〃  ７年 

 

〃  ８年 

〃 １１年 

 

 

〃１４年 

 

 

〃１６年 

 

〃１７年 

 

〃 １８年 

九州縦貫自動車道全線開通（人吉・えびの

間完成）、中小企業大学校人吉校開校 

人吉スポーツパレス落成 

第５４回国民体育大会開催（夏季カヌー、

秋季バレーボール）、川上哲治記念球場落

成、入所授産施設うぐいす荘開設 

一般廃棄物処理施設「人吉球磨クリーン 

プラザ」稼動、市制６０周年記念式典、 

東西コミセン・給食センター落成 

球磨焼酎リサイクル施設完成、国道２６７ 

号久七峠バイパス開通 

人吉城歴史館開館、市役所別館設置 

第６０回熊本県民体育祭開催 

人吉城が日本百名城に選定 

新「指宿市」と姉妹都市盟約 

青井阿蘇神社創建１２００年記念祭開催 

〃 ２８年 

 

 

 

〃 ２９年 

 

 

 

 

 

 

〃 ３０年 

 

４月 14、16 日の熊本地震発生により、本 

庁舎倒壊の危険性が高まり、５月、庁舎機 

能を分散移転。７月、保健センターも移

転。 

市の鳥に「やませみ」を追加 

ＪＲ「かわせみ やませみ」運行開始 

新市庁舎建設基本計画策定 

第７２回熊本県民体育祭開催 

肥薩線が、日本イコモス国内委員会が選

ぶ後世に残したい「日本の２０世紀遺産

２０選」に選定 

人吉市まち・ひと・しごと総合交流館（く

まりば）オープン 

人吉しごとサポートセンター「Hit-Biz」

オープン 
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令和 元年 人吉球磨スマートインターチェンジ開通   

道の駅「人吉」開駅 

令和 ２年 新市庁舎建設工事開始   

 「令和２年７月豪雨」により甚大な被害を

受ける。 

  

令和 ３年 東京 2020 オリンピック聖火リレー開催 

 くま川鉄道一部運行再開   

令和 ４年 新市庁舎落成 

 市制８０周年記念式典   

令和 ５年 令和２年７月豪雨で一部流出した西瀬橋

の全面開通 
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 市  の  概  要                   

１．市制施行    昭和１７年２月１１日 

 

２．人口と世帯数の推移 

（４月１日現在）  

年 昭１７ 昭３２ 昭５０ 昭６０ 平７ 平２７ 令２ 令６ 

人口 ３３，７５７  ５１，４２５ ４１，１１８ ４２，２９２ ３９，６７９ ３３，９８０ ３１，８６７ ２９，８２４ 

世帯数 ６，７７３ １０，０３２ １１，９４８ １３，４６９ １４，５０１ １５，７７０ １５，４４７ １５，１３１ 

 

３．面 積 

   ２１０．５５ ㎢ （うち森林面積１５９．４６㎢） 

 

４．産業別就業人口（令和２年国調） 

   第１次産業   １，０４８人 （  ７．３ ％） 

   第２次産業   ２，７０５人 （ １８．７ ％） 

   第３次産業  １０，５５３人 （ ７３．０ ％） 

   分類不能      １３８人 （  １．０ ％） 

     計    １４，４４４人 （１００．０ ％） 

 

◆ 市の施策  （第６次総合計画） 

本市は、「～新たな価値の創造 次なる挑戦へ～未来協創都市ひとよし」を目

指すべき将来都市像として掲げ、「みんなが幸せを感じるまち。ずっと住み続け

たいまち。ひとよし」を基本理念としております。また、目指すべき将来都市

像や基本理念を含む「基本構想」の実現のため、「基本計画」を、６つの戦略で

構成する「分野別施策」と、人口減少や地域産業の活性化といった本市が抱え

る課題解決に向け、分野別施策の中から地方創生のための施策として取り組む

「地方創生施策」で構成しております。基本計画に掲げる施策は、お互いを補

完し、横断的に構成し合うものとなっております。 

 

◆ まちづくりの６つの政策（戦略） 

   ① 地域の誇りで新たな価値を創造し、人が輝き躍動する経済づくり 

② 一人ひとりが学び続ける、豊かな人生づくり 

③ 一人ひとりが手を携え、安心して暮らせる生活基盤づくり 

④ 地域全体でつくりあげる、幸せいっぱい健康づくり 

⑤ まちに愛情を持ち、景観を醸し出す都市基盤づくり 

⑥ 信頼を基礎にした、自分たちでつくりあげる地域づくり 
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◆ 議 会 関 係 

１．議員定数 

 (1) 条例定数 １６人  (2) 現員数 １６人〔うち女性２人〕 

   ※令和５年４月の一般選挙から条例定数を１６人に改正 

    （令和４年９月２８日議会で決定） 

 

２．党派・会派別議員数 

 (1) 公明党 １人   日本共産党 ２人   無所属 １３人 

 (2) 会派別 

   日本共産党 ２人  改進クラブ ２人  新生クラブ ４人 

  市民クラブ ４人  無会派 ４人 

 

３．常任委員会                           （任期２年）  

予 算 委 員 会 １６人 一般会計予算の歳入に関する事項 

総務文教委員会 ６人 

総務部・復興政策部・会計課・選挙管理委員会・

監査委員・議会事務局・教育委員会の所管に関す

る事項、他の常任委員会に属さない事項 

厚 生 委 員 会 ５人 
市民部・健康福祉部・福祉事務所・水道局の所管

に属する事項 

経済建設委員会 ５人 
経済部・農業委員会・復興建設部の所管に属する

事項 

※予算委員会は、平成２０年３月定例会から設置（平成１９年１２月２０日条例改正） 

 

(1) 議案の委員会付託  定例会   人事案件、意見書案、決議案を除いて 

委員会付託 

             臨時会   付議案件は本会議審議 

                   （委員会付託省略を通例とする） 

(2) 委員会の開催    毎定例会２～３日程度開催 

市長出席は、必要の都度要請 

(3) 委員会の傍聴    許可制 

(4) 委員長報告の原稿  各委員長が作成・報告 

 (5) 電子機器等の使用  本会議及び委員会等において使用可 

             （平成３０年１２月議会から運用） 
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４．議会運営委員会                        （任期２年） 

議会運営委員会 ８人 

・ 議会運営に関する事項 

・ 会議規則、委員会条例に関する事項 

・ 議長の諮問に関する事項 

 (1) 選任方法     ・会派所属議員数に応じて 

 (2) 委員会開催日   ・定例会の招集告示日 

            ・臨時会のときは招集日の会議前 

            ・その他必要に応じて 

５．特別委員会 

   復興・安全まちづくりに関する特別委員会（１６人）（令和５年６月 ２８ 日設 置 ） 

 

６．議会報編集委員会（８人） 

正副委員長  議長・副議長 

   委   員  総務文教・厚生・経済建設委員会から各２人 

  ≪議会だより≫ 

   創刊日：平成６年７月１５日     発行回数：年４回 

   配布範囲：市内全世帯配布      発行部数：１３，８００部 

   規格：Ａ４判、１２ページ（増減あり）、表紙・最終ページのみカラー 

  ページ単価：３．１９円（税込）   編集：議会報編集委員会 

 

７．議会制度研究会（１６人） 

   全議員が委員となり、議会の新たな制度やあり方などについて協議、研究を 

行う。 

 

８．行政視察旅費 

 (1) 常任委員会   １２万円と８万円を１年交互 

 (2) 議会運営委員会  ８万円（２年に１回） 

(3) 特別委員会は必要に応じて実施 

 

９．政務活動費 

   月額２万円（個人に支給） 

   （平成 14 年度から交付、平成 19 年度から月額３万円を２万円に改正） 
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10．費用弁償   平成２２年１０月１日から廃止  

 

11．議員・市長等報酬 

  平成２３年１月１日改正                 （単位：円） 

議  長 

副 議 長 

議  員 

４０５，０００ 

３７０，０００ 

３４７，０００ 

市  長 

副 市 長 

教 育 長 

 

８５４，０００ 

６５３，０００ 

５４３，０００ 

 

 

12．議会開催状況（令和５年１月～１２月） 

 (1) 定例会   ４回      臨時会    ３回 

 (2) 会期日数 ９３日      臨時会日数   ３日 

 (3) 委員会回数（令和５年１月～１２月） 

    予算委員会     ９回    総務文教委員会   ６回 

    厚生委員会     ９回    経済建設委員会  １０回 

    議会運営委員会  １９回 

    復興・安全まちづくりに関する特別委員会 ４回 

 

13．請願及び陳情（委員会付託分のみ） 

  （平成２９年～令和５年状況） 

 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

請願 ０ ０ １ １ ０ ０ ０ 

陳情 ４ ３ ３ ５ ４ ２ ４ 

 (1) 受理方法 

    請願は、会期を検討する議会運営委員会開催の前日までに提出をされたも

のをその議会に上程し、以後提出されたものは次期定例会回しとする。 

    陳情は、定例会一般質問１日目の午前中に持参提出されたものは、その議

会に上程する。（H19.6 月定例会から） 
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(2) 付託及び審査方法 

   〔請願書〕 議運で委員会の付託先を協議し、本会議で議長が所管委員会へ

付託する。 

   〔陳情書・要望書〕 

         陳情書については請願と同じ取り扱い。郵送陳情や要望書等は

委員会付託はせず、議員へ参考資料として配付。 

 

14．予算・決算審査 

(1) 予算審査  ・一般会計の歳入は、予算委員会に付託 

          〔ただし、歳出については所管常任委員会に付託〕 

・特別会計、企業会計は所管常任委員会に付託 

          〔当初、補正ともに同じ〕 

(2) 決算審査  ・決算特別委員会を設置し付託 

          〔ただし、企業会計（水道、下水道）については厚生委員会に付託〕 

(3) 決算本会議上程時期 

         ・一般、特別会計       ９月定例会 

         ・企業会計（水道、下水道）  ９月定例会 

 

15．本会議関係 

(1) 本会議開閉時刻   午前１０時 ～ 午後４時  

 (2) 一般質問       

   ①質問方法       個人制 

一問一答制（平成１９年１２月から導入） 

   ②質問方式       対面方式（平成１７年６月から導入） 

   ③通告受付締切     一般質問の前週金曜日午前１１時 

               （平成２５年９月定例会から） 

   ④通告記載要領     質問の要旨を具体的に記入 

   ⑤質問順位       抽選により決定 

   ⑥質問の時期      議案上程説明（開会日）から一週間後 

   ⑦発言回数       制限なし（１回目演壇、２回目以降質問席） 

   ⑧時間の制限      １人持ち時間５０分（答弁時間含めず） 

   ⑨一会期の発言者数   １２人（令和５年平均） 

   ⑩一般質問に要する日数 ３日間 
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 (3) 議案質疑 

   ①質疑方法及び日数 ３月定例会は１日の質疑日程を組む。他の定例会は、

質疑を含めた一般質問を行う。 

   ②発言回数     質疑は原則として２回質問席にて行う。 

 (4)反問権の付与 

   本会議での一・再・緊急質問、質疑に対する執行部の反問権を認めることと

する。 

 

16. 事務局構成（５人） 

            庶務係長 ― 書記 １人 

事務局長 

            議事係長 ― 書記 １人 

                      

17．人吉市職員数等 

                         （令和６年４月１日現在） 

職   員   総   数 

（任期付含む） 
３３１人（男１８９人、女１４２人） 

一 

般 
行 
政 

職 

職 員 数 ２７３人 

平 均 年 齢 ４３．７歳 

平 均 給 料 月 額 ３１２，０７７円 

令和５年度 

ラスパイレス指数 
９４．２ 
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構成比

（％）

構成比

（％）

1 市　税 3,600,372 16.7 1 議会費 165,751 0.8

2 地方譲与税 203,169 0.9 2 総務費 1,968,302 9.1

3 利子割交付金 2,000 0.0 3 民生費 6,795,301 31.4

4 配当割交付金 8,000 0.0 4 衛生費 1,148,875 5.3

5 株式等譲渡所得割交付金 5,000 0.0 5 労働費 13,520 0.1

6 法人事業税交付金 71,000 0.3 6 農林水産業費 401,385 1.9

7 地方消費税交付金 880,000 4.1 7 商工費 560,777 2.6

8 ゴルフ場利用税交付金 800 0.0 8 土木費 4,758,679 22.0

9 環境性能割交付金 10,100 0.0 9 消防費 588,430 2.7

10 地方特例交付金 121,975 0.6 10 教育費 1,490,536 6.9

11 地方交付税 5,030,800 23.3 11 災害復旧費 271,321 1.3

12 交通安全対策特別交付金 2,964 0.0 12 公債費 2,861,962 13.2

13 分担金及び負担金 76,146 0.3 13 諸支出金 519,583 2.4

14 使用料及び手数料 296,085 1.4 14 予備費 67,459 0.3

15 国庫支出金 4,981,513 23.0

16 県支出金 1,611,740 7.5

17 財産収入 20,596 0.1

18 寄附金 500,004 2.3

19 繰入金 859,934 4.0

20 繰越金 150,000 0.7

21 諸収入 1,266,083 5.9

22 市　債 1,913,600 8.9

21,611,881 100.0 21,611,881 100.0

 令 和 ６ 年 度　  一 般 会 計 当 初 予 算

歳入合計 歳出合計

　　　　　歳　　　入　　（千円） 　　　　　歳　　　出　　（千円）

（１）　款　別　内　訳
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構成比

（％）

構成比

（％）

 市　税 3,600,372 16.7  人件費 2,651,328 12.3

 分担金及び負担金 76,146 0.3  扶助費 4,360,547 20.2

 使用料及び手数料 296,085 1.4  公債費 2,861,961 13.2

 財産収入 20,596 0.1 　　小　　計 9,873,836 45.7

 寄附金 500,004 2.3 普通建設事業費 2,763,794 12.8

 繰入金 859,934 4.0  　補助事業費 2,383,657 11.0

 繰越金 150,000 0.7  　単独事業費 380,137 1.8

 諸収入 1,266,083 5.9  災害復旧事業費 2,417,995 11.2

　　小　　計 6,769,220 31.4  失業対策事業費 0 0.0

 地方譲与税 203,169 0.9 　　小　　計 5,181,789 24.0

 利子割交付金 2,000 0.0 物件費 2,497,934 11.6

 配当割交付金 8,000 0.0 維持補修費 64,134 0.3

 株式等譲渡所得割交付金 5,000 0.0 補助費等 1,997,959 9.2

法人事業税交付金 71,000 0.3 積立金 519,582 2.4

 地方消費税交付金 880,000 4.1 投資及び出資金 1 0.0

 ゴルフ場利用税交付金 800 0.0 貸付金 0 0.0

環境性能割交付金 10,100 0.0 繰出金 1,409,187 6.5

 地方特例交付金 121,975 0.6 　　小　　計 6,488,797 30.0

 地方交付税 5,030,800 23.3 　予備費 67,459 0.3

 交通安全対策特別交付金 2,964 0.0

 国庫支出金 4,981,513 23.0

 県支出金 1,611,740 7.5

 市　債 1,913,600 8.9

　　小　　計 14,842,661 68.6

21,611,881 100.0 21,611,881 100.0

（２）　性　質　別　内　訳

　　　　　歳　　　入　　（千円） 　　　　　歳　　　出　　（千円）

自
　
主
　
財
　
源

投
資
的
経
費

歳入合計 歳出合計

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源

　
義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費
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（単位：千円）

令和６年度
（当初予算）

令和５年度
（当初予算）

伸び率
（％）

 人 吉 市 一 般 会 計 21,611,881 20,415,923 5.9

人吉球磨地域交通体系整備 8 8 0.0

人 吉市 国民 健康 保険 事業 3,918,159 3,898,636 0.5

人 吉 市 後 期 高 齢 者 医 療 655,064 623,332 5.1

人 吉 市 介 護 保 険 4,297,965 4,244,582 1.3

人 吉市 工業 用地 造成 事業 75,385 109,084 ▲ 30.9

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 10,356 400,003 ▲ 97.4

合　　　　計 8,956,937 9,275,645 ▲ 3.4

収 益 的 収 入 543,272 526,278 3.2

収 益 的 支 出 512,295 497,169 3.0

資 本 的 収 入 189,290 81,075 133.5

資 本 的 支 出 411,129 402,862 2.1

収 益 的 収 入 1,411,385 1,176,889 19.9

収 益 的 支 出 1,380,289 1,124,469 22.8

資 本 的 収 入 269,596 756,860 ▲ 64.4

資 本 的 支 出 724,333 1,204,624 ▲ 39.9

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

（

　
水
　
道
　
事
　
業
　
）

企
　
　
業
　
　
会
　
　
計

 令 和 ６ 年 度　  各 会 計 当 初 予 算

会　　　計　　　名

（

　
公
共
下
水
道
事
業
　
）

企
　
　
業
　
　
会
　
　
計
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◆ そ の 他（令和４年度、令和３年度、令和２年度）

（金額単位：千円）

Ｒ４年度 Ｒ３年度 Ｒ２年度

　財政力指数（３カ年平均） 0.439 0.441 0.449

　標準財政規模 9,133,551 9,383,209 9,063,570

　経常収支比率（％） 94.7 92.3 96.9

　実質公債費比率（％） 6.9 5.6 4.9

　実質収支比率（％） 10.5 3.3 13.2

　実質収支 959,499 313,035 1,196,645

　実質単年度収支 786,475 ▲ 483,606 929,808

　財政調整基金　　　（年度末現在高） 740,096 600,085 200,081

　減債基金　　　　　（年度末現在高） 2,618,276 2,629,393 1,655,561

　その他特定目的基金（年度末現在高） 1,733,068 1,768,273 1,790,374

　地方債現在高　　　（年度末現在高） 24,164,412 24,172,689 17,989,750


